
平成 29 年 3 月 　（令和4年3月見直し）

平成 29 年度 令和 8 年度

１．事業概要

（１） 事業の現況（令和3年3月末現在）

① 施　設

② 使　用　料

3,410 円 3,730 円

3,410 円 3,710 円

3,346 円 3,752 円

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用）

松浦市下水道事業経営戦略

平成19年度
（13年）

長崎県松浦市

公共下水道事業

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

26.1人／ha

　　　１箇所 ： 松浦水きよら館

無し

処 理 区 数 　　　１処理区 ： 松浦処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　　長崎県主導により、県内の各市町との広域化・共同化について検討している。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和元年度 令和元年度

平成３０年度 平成３０年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　一般家庭用使用料体系と同様の考え方

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和２年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

―

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和２年度

１件毎の１か月あたりの使用料は、次の表により算出した額（消費税及び地方消費税額を含む）とする。

基本使用料

水量区画 1㎥ ～ 5㎥ 6㎥ ～ 20㎥ 21㎥ ～ 50㎥ 51㎥ ～ 100㎥

単価

従量使用料（1㎥あたり）

770円
33円 165円 176円 198円 231円

101㎥以上



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

処理場及びマンホールポンプの維持管理業務について民間業者へ委託してい
る。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙「経営比較分析表」を添付する。

　経常収支比率および経費回収率については100％を超える状況にあるが、未普及地域の整備促進のため、使用料収入で不足している分は一般会計からの繰入
金を充てている状況である。今後も経費削減と水洗化促進による収入の確保に努め、水洗化率の向上に取り組む。
　

職 員 数 　　下水道事業職員５人（損益勘定職員３名、資本勘定職員２名）

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　松浦市下水道事業全体計画に基づき、整備区域の拡大による人口の増加と人口減少による影響を予測して設定する。令和8年度に最大値となった後は緩やか
な減少傾向に転じるものと予測している。

水道業務係

上下水道課

工業用水道係 下水道業務係 下水道施設係水道施設係



（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

使用料収入の見通し

　有収水量の増減に比例し、使用料は令和8年度まで増加傾向にあり、その後は人口減少を要因として緩やかな減少傾向に転じるものと予測している。

施設の見通し

　
　平成19年度末に供用開始しており、今後は、処理場やマンホールポンプの機械・電気設備を中心に標準耐用年数の超過が増加することから、更新投資を見越し
て計画的かつ効果的に更新を進めていく必要がある。

組織の見通し

　限られた人員の中で、業務体制の構築に努め、効率化や見直しを検討していく。

有収水量の予測

　整備区域の拡大と水洗化人口の増加に伴い、有収水量は令和8年度まで増加傾向にあり、その後は人口減少を要因として緩やかな減少に転じるものと予測して
いる。

【経営理念】
　汚水処理事業の安定的な経営を目指し、「良好な生活環境の確保」、「河川等公共用水域の水質保全」に取組み、住民の皆様が快適で衛生的な生活を送れるよ
うなまちづくりを実現していく。

【基本方針】
　汚水処理施設が担う公的役割を考慮し、市の財政負担と住民負担のバランスを考慮した効率的な新規整備を進めるとともに、将来の施設の改築・更新に備えるこ
とで、市民に持続的な汚水処理サービスを提供することを基本方針とする。

【汚水処理経営方針】
① 未整備地区における地方公共団体の財政負担と住民負担のバランス並びに整備時期を考慮し、今後５年程度で、市街地及び周辺地域の汚水処理の整備を
目指す。
② 地方債償還金の増加や、節水意識の浸透や節水型器具の普及による汚水量減少に伴う下水道使用料の伸びの鈍化を考慮し、可能な限りの経費節減を実行
していく。
③ 普及途上にある本市の下水道事業においては、快適な街づくりとともに、経費回収率向上の一環として、住民の皆様へ下水道への接続・水洗化の働きかけを行
う。

（取り組み内容）
①事業計画に基づき未普及地域の早期解消を計画的に進め、今後は施設の更新が予測されることからストックマネジメント計画立案に着手し、施設の長寿命化・
更新に備え、適正かつ効率的な投資を行い、経営基盤の強化に努めていく。
②下水道に接続するための市の助成制度のPRを行い、水洗化の普及促進に努めていく。
③施設の維持管理の効率化に努め、経費削減を図る。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　事業計画に基づき、未整備地区の整備を推進する。

目 標 　経費回収率が、引き続き100％以上となるよう継続に努める。

目 標

・使用料収入の見通し、使用料見直しに関する事項
　使用料収入の見通しについては、整備区域の拡大と水洗化促進に伴い、令和8年度まで増加傾向にある。
　使用料見直しについては、改定の必要性について5年毎を目安に検討を進めていく。

・企業債に関する事項
　企業債対象事業については、財政部局と協議しながら適正な借入れを行っていく。

・繰入金に関する事項
　収益的収支は、内部留保資金による補てんを考慮し、現金が不足しないよう基準内繰入を行い、資本的収支は、各年度起債償還元金の増減に応じて基準外繰
入を行う。健全な経営実施ため、一般会計からの繰入金については、繰出基準に基づき適正な額の確保に努める。

・民間の活力の活用に関する事項
　処理場・ポンプ場等の包括的民間委託等については、情報収集に努める。

・職員給与費に関する事項
　近年の実績値程度とする。

・動力費に関する事項
　処理場やマンホールポンプの電気料金で物価上昇等により増加することが見込まれるが、効率化に努め、経費の削減を図っていく。

・薬品費に関する事項
　近年の実績値で推移すると見込んでいる。

・修繕費、委託費に関する事項
　物価上昇や労務単価等の上昇に伴い、増加することが見込まれるが、効率的な事業経営により、経費の削減を図っていく。

・投資の目標に関する事項
　快適で幸せに暮らせる環境を目指し、公共下水道事業の汚水処理人口普及率向上のために、管渠の整備促進を図る。

・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　下水道事業への投資可能額を上限に、未普及地域の解消を推進する。

・広域化・共同化・最適化に関する事項
　長崎県主導により、引き続き各市町と検討していく。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　導入については、今後検討していく。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
　接続を促進し、水洗化率が80％以上となるよう、個別訪問及び電話勧誘、チラシ配布等を引き続き実
施する。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　実施計画を策定し、毎年度の事業を実施する。進捗管理（モニタリング）を各年度末に実施し、その結果を公表す
る。
　進捗管理結果をもとに、経営戦略で掲げた取り組みを着実に遂行するため、事後検証を行い、概ね5年毎に見直
しや改定を行う。
　見直し・改定にあたっては、達成度を評価し、投資・財政計画等と実績との乖離及びその原因を分析し、結果を企
業経営に反映させるＰＤＣＡサイクルを活用し、次期経営戦略に反映する。

職員給与費に関する事項 　一般会計の部局に準じる。

動力費に関する事項 　節電、使用電力の平準化により、引き続き経費縮減に努める。

修繕費に関する事項 　計画的な保守、点検、修繕の実施により、引き続き経費縮減に努める。

委託費に関する事項 　処理場維持管理業務委託につき、処理水量に応じた業務範囲の設定の検討を行っていく。

その他の取組 　無し

薬品費に関する事項 　計画的に納入を行い適正な管理を行っていく。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

　資産活用による収入増加は見込んでいない。

　毎年度の経営を分析し、使用料改定の必要性について5年毎を目安に検討を進める。使用料の見直しに関する事項

　無し

　情報収集に努め、検討を進めていく。

　ストックマネジメント計画を策定し、今後10年の間に、整備の推進と施設の維持にかかる投資の調整を
図りながら、施設の長寿命化、更新に取り組む。

　長崎県主導により、各市町と検討していく。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例
当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均令和2年度全国平均令和2年度全国平均令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和2年度決算）経営比較分析表（令和2年度決算）経営比較分析表（令和2年度決算）経営比較分析表（令和2年度決算）
長崎県　松浦市長崎県　松浦市長崎県　松浦市長崎県　松浦市

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 管理者の情報管理者の情報管理者の情報管理者の情報 人口（人）人口（人）人口（人）人口（人） 面積(km面積(km面積(km面積(km
2222)))) 人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km

2222))))

130.55 169.57 ■■■■

資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％) 普及率(％)普及率(％)普及率(％)普及率(％) 有収率(％)有収率(％)有収率(％)有収率(％) 1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ
3333
当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人) 処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km

2222))))

法適用 下水道事業 公共下水道 Cc3 非設置 22,137

処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km
2222)))) －－－－

- 53.02 23.40 98.28 3,410 5,130 1.96 2,617.35

　①有形固定資産減価償却率については、年々増加
している状況である。
　②管渠老朽化率③管渠改善率については、供用開
始後約１４年であり、標準耐用年数（５０年）には
至っていない。現時点では管渠の大規模な修繕、改
良、更新等の必要性はない。
　処理場の機械設備等については、延命化のために
耐用年数を経過したものから随時オーバーホール等
を実施している。

2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況

全体総括全体総括全体総括全体総括

　事業経営を安定させるためには、計画的な事業推
進による建設事業の完了と供用開始区域の拡充、全
体事業の完了に合わせ、下水道接続率の更なる向上
並びに維持経費の削減が課題となる。

【】【】【】【】

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について

　①経常収支比率⑤経費回収率については、100％
以上を維持しているが、整備推進中であることから
使用料収入が少額で一般会計からの繰出金に依存し
ている。
　②累積欠損金比率については、整備推進中である
ため、現時点では使用料収入が少額であり、累積欠
損金比率が高い値を示している状況である。令和元
年度の累積欠損金比率については、一般会計からの
繰入の見直しにより上昇している。
　③流動比率については、現在１００％を下回って
いるが、整備完了後接続率の向上により使用料収入
の増加を図り、改善を目指していく。
　⑥汚水処理原価については、資本費の財源見直し
により類似団体平均値と比較しても良好な数値と
なっている。
　⑦施設利用率については、整備推進中であること
から、今後上昇していく見込みである。
　⑧水洗化率
　今年度の水洗化率の低下は供用開始区域拡大に伴
う区域内人口の増加によるものである。今後も供用
開始後の早期接続を推進し、水洗化率の向上を図る
必要がある。

　

2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について
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【106.67】 【3.64】 【67.52】 【705.21】

【95.57】【59.57】【134.52】【98.96】

【36.52】 【5.72】 【0.30】



　様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 73,421 76,815 84,359 78,875 79,180 81,884 84,445 85,727 86,849 87,815 88,172
(1) 55,919 61,714 69,357 63,737 64,337 67,200 69,806 71,171 72,412 73,529 74,211
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 17,502 15,101 15,002 15,138 14,843 14,684 14,639 14,556 14,437 14,286 13,961
２． 287,491 269,357 291,071 227,646 225,822 220,963 238,884 246,578 249,320 271,887 264,255

(1) 214,668 193,430 212,579 146,200 146,084 138,465 155,642 161,165 162,378 183,905 176,924

214,668 193,430 212,579 146,200 146,084 138,465 155,642 161,165 162,378 183,905 176,924

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(2) 72,723 75,644 78,443 81,121 79,706 82,465 83,209 85,380 86,909 87,949 87,298
(3) 100 283 49 325 32 33 33 33 33 33 33

(C) 360,912 346,172 375,430 306,521 305,034 302,847 323,329 332,305 336,169 359,702 352,427
１． 231,922 229,235 238,402 250,880 240,211 250,865 259,943 264,103 267,271 269,619 268,409

(1) 23,585 20,764 21,589 21,981 22,098 22,795 22,098 22,098 22,098 22,098 22,098

13,746 12,071 12,380 12,512 12,796 12,743 12,796 12,796 12,796 12,796 12,796

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9,839 8,693 9,209 9,469 9,302 10,052 9,302 9,302 9,302 9,302 9,302
(2) 44,454 40,529 47,572 57,761 43,025 47,774 54,449 54,933 55,382 55,795 56,039

4,439 5,148 5,992 5,839 5,573 5,462 5,831 5,895 5,954 6,008 6,040

4,813 531 2,384 35 126 455 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

0 0 2 3 0 10 0 0 0 0 0

35,202 34,850 39,194 51,884 37,326 41,847 47,618 48,038 48,428 48,787 48,999
(3) 163,883 167,942 169,241 171,138 175,088 180,296 183,396 187,072 189,791 191,726 190,272
２． 60,911 58,556 56,291 53,773 51,224 48,461 46,205 43,877 41,492 39,091 36,645

(1) 60,911 58,556 56,291 53,773 51,224 48,461 46,205 43,877 41,492 39,091 36,645
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 292,833 287,791 294,693 304,653 291,543 299,326 306,148 307,980 308,763 308,710 305,054
(E) 68,079 58,381 80,737 1,868 13,491 3,521 17,181 24,325 27,406 50,992 47,373
(F) 826 0 0 32 0 0 0 0 0 0
(G) 31 2 2 0 108 0 0 0 0 0 0
(H) 795 △ 2 △ 2 0 △ 76 0 0 0 0 0 0

68,874 58,379 80,735 1,868 13,491 3,521 17,181 24,325 27,406 50,992 47,373
(I) △ 534,436 △ 476,057 △ 395,321 △ 651,882 △ 638,391 △ 634,870 △ 617,689 △ 593,364 △ 565,958 △ 514,966 △ 467,593
(J) 76,875 167,264 104,542 177,050 146,846 135,630 135,630 135,630 135,630 135,630 135,630

8,506 10,441 9,845 14,153 11,216 11,216 11,216 11,216 11,216 11,216 11,216
(K) 154,677 243,361 179,843 239,166 208,163 178,693 189,813 191,186 195,293 201,978 234,593

131,700 143,986 152,605 160,398 208,163 178,693 189,813 191,186 195,293 201,978 234,593

0 0 0 0 0 0 0 0 0

22,847 99,245 27,108 78,638 37,021 0 0 0 0 0 0
( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 73,421 76,815 84,359 78,875 79,180 81,884 84,445 85,727 86,849 87,815 88,172

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 728 △ 620

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第 15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

(E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

収

益

的

支

出

支 出 計

経 常 損 益

営 業 外 収 益

補 助 金

経 費

動 力 費

修 繕 費

退 職 給 付 費

そ の 他

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

(C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

受 託 工 事 収 益

そ の 他

△ 775

平成28年度
（実　績）

平成29年度
（実　績）

平成30年度
（実　績）

令和元年度
（実　績）

令和2年度
（実　績）

△ 469 △ 826 △ 806 △ 586 △ 530

令和3年度
（予　算）

令和4年度
（予　測）

令和5年度
（予　測）

令和6年度
（予　測）

令和7年度
（予　測）

令和8年度
（予　測）

△ 731 △ 692 △ 652



　様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 43,600 85,000 102,200 96,400 100,600 105,400 101,334 101,334 101,334 101,334 101,334

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 3,780 0 0 73,048 71,628 76,185 79,311 89,883 94,126 100,263 110,914

４． 0 0 3,242 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 40,000 66,566 103,834 89,600 100,400 85,000 89,100 89,100 89,100 89,100 89,100

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 4,693 5,027 4,788 6,135 7,565 4,410 7,565 7,565 7,565 7,565 7,565

９． 1,863 0 0 6,357 0 0 0 0 0 0 0

(A) 93,936 156,593 214,064 271,540 280,193 270,995 277,310 287,882 292,125 298,262 308,913

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 93,936 156,593 214,064 271,540 280,193 270,995 277,310 287,882 292,125 298,262 308,913

１． 113,692 165,581 242,353 213,895 223,509 209,332 198,000 198,000 198,000 198,000 198,000

15,213 15,480 15,350 15,395 15,334 15,772 15,334 15,334 15,334 15,334 15,334

２． 124,514 131,700 143,986 152,605 160,398 171,022 178,693 189,813 191,186 189,731 190,837

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 300 0 0 0 0 0

(D) 238,206 297,281 386,339 366,500 383,907 380,654 376,693 387,813 389,186 387,731 388,837

(E) 144,270 140,688 172,275 94,960 103,714 109,659 99,383 99,931 97,061 89,469 79,924

１． 137,546 129,961 167,034 89,245 97,512 106,401 99,383 99,931 97,061 89,469 79,924

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 6,724 10,727 5,241 5,715 6,202 3,258 0 0 0 0 0

(F) 144,270 140,688 172,275 94,960 103,714 109,659 99,383 99,931 97,061 89,469 79,924

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 3,111,432 3,056,728 3,014,943 2,958,737 2,898,940 2,833,318 2,755,959 2,667,480 2,577,628 2,489,231 2,399,728

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

214,668 193,430 212,579 146,200 146,084 138,465 155,642 161,165 162,378 183,905 176,924

214,668 192,393 211,542 145,150 142,283 134,632 155,642 161,165 162,378 183,905 176,924

0 1,037 1,037 1,050 3,801 3,833 0 0 0 0 0

3,780 0 0 73,048 71,628 76,185 79,311 89,883 94,126 100,263 110,914

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,780 0 0 73,048 71,628 76,185 79,311 89,883 94,126 100,263 110,914

218,448 193,430 212,579 219,248 217,712 214,650 234,953 251,048 256,504 284,168 287,838

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

う ち 基 準 外 繰 入 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

令和7年度
（予　測）

令和8年度
（予　測）

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

令和2年度
（実　績）

令和3年度
（予　算）

令和4年度
（予　測）

令和5年度
（予　測）

平成28年度
（実　績）

平成29年度
（実　績）

平成30年度
（実　績）

令和6年度
（予　測）

令和元年度
（実　績）

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和5年度
（予　測）

令和6年度
（予　測）

令和7年度
（予　測）

平成29年度
（実　績）

平成30年度
（実　績）

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

令和8年度
（予　測）

令和元年度
（実　績）

令和2年度
（実　績）

令和3年度
（予　算）

平成28年度
（実　績）

令和4年度
（予　測）

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

工 事 負 担 金

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計


